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１．はじめに 

 

 久喜市教育委員会では、平成２５年策定の第１期となる久喜市教育振興基本

計画、平成３０年策定の第２期久喜市教育振興基本計画において、「未来をひら

く心豊かな久喜の人づくり」を基本理念に掲げ、様々な施策に取り組んできまし

た。 

また、現在は、「だれもが夢と志をもち みんなで豊かな人生を切り拓く 久

喜の教育- no one left behind（誰一人取り残さない）-」を基本理念に掲げた、

令和５年度を初年度とする第３期久喜市教育振興基本計画がスタートしたとこ

ろです。 

 様々な施策の一つとして、市内小・中学校の児童生徒の減少による小規模化の

課題を解消するため、学校の適正規模・適正配置に取り組んでおり、令和３年４

月１日には、旧江面第一小学校と旧江面第二小学校を統合して、新たに江面小学

校を開校し、令和４年４月１日には、旧菖蒲中学校と旧菖蒲南中学校を統合して、

新たに菖蒲中学校を開校いたしました。 

 そのような中、上内小学校においても、急激な児童減少等による学校の小規模

化が進んでいることから、保護者や地域の皆様のご意見や、久喜市立小・中学校

学区等審議会の答申をうけ、令和４年４月教育委員会定例会において、上内小学

校、鷲宮小学校、鷲宮西中学校の３校を統合した、義務教育学校の設置の方針を

決定いたしました。 

 本計画は、鷲宮西中学校区における義務教育学校の設置に関して、児童生徒の

教育環境が整った新しい時代の学びを実現する学校となるよう、その基本的な

事項について定めるものです。 
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２．学校の適正規模・適正配置 

 

 学校教育においては、児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、

協力し合い、切磋琢磨することを通じて一人ひとりの資質や能力を伸ばしてい

くことが重要であり、小・中学校では一定の集団規模が確保されていることが望

ましいものと考えられます。 

 一方、本市における現在の児童生徒数は、少子化の影響によりピーク時である

昭和５９年度の半数近くに減少し、小・中学校の小規模化が進んでいますが、平

成２８年３月に市が策定した「久喜市人口ビジョン」では、２０６０年（令和４

２年）の展望人口を１１０，３５９人と見込まれており、今後も児童生徒数の減

少が進行するものと考えられます。 

 このような学校の小規模化は、児童生徒を取り巻く教育環境に様々な影響を

及ぼし、児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすいなど、学習や学校生

活に課題が生じることが懸念されています。 

 こうした課題を解決するため、学校規模や配置の適正化を進めることが必要

と考え、平成２９年１月に「久喜市立小・中学校の適正規模・適正配置に関する

基本方針」を策定し、取り組んでいます。 

 また、本市では、総務省が示す「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての

指針」を踏まえ、市が保有する公共施設の持続的な維持管理を図るため、アセッ

トマネジメントの推進に取り組んでおり、市が保有する公共施設の延べ床面積

の約６０パーセントを占める学校施設については、建築後３０年以上を経過し

ているものが約８５パーセントという状況であり、将来的な維持管理を図るた

めには、適正規模・適正配置の観点を考慮しつつ、学校施設の統合や長寿命化を

検討する必要があります。 

 

 ①多様な人間関係を育むための学習集団を構成できる規模であること。 

 ⇒このことにより、集団の中でルールを学び、社会性を高めるとともに、自ら

の個性や学力、体力を伸長させることが期待できます。 

 ②クラブ活動や部活動等において多様な選択ができる規模であること。 

 ⇒このことにより、希望に応じた活動の保障や、互いに高めあう効果が期待で

きます。 

 ③一定の教職員数の確保が可能な規模であること。 

 ⇒このことにより、教員相互の研修や、校務分掌の適正化を図ることができま

す。 

 ④学校の配置に当たっては、児童生徒の通学距離を考慮すること。 

 ⇒学校の統合または通学区域の変更を行う場合は、通学距離の延長に伴い   

教育条件が不利になる可能性もあることから、児童生徒の負担面、安全面   

に考慮した適切な通学条件や通学手段を確保する必要があります。 
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 また、適正規模・適正配置の基準は、前述の基本的な考え方を踏まえ、次のと

おりとしています。 

 

【適正規模の基準】 

 小学校の望ましい規模：１２学級から１８学級 

 多様な人間関係を築くことのできるクラス替えが可能である、１学年２学級

以上が望ましい。また、１学年１学級であっても相当数の児童数が確保されるこ

とが望ましい。 

 中学校の望ましい規模： ９学級から１８学級 

 多様な人間関係を築くことのできるクラス替えが可能であるとともに、部活

動の活性化を促し、教科担任制と学習集団の弾力的な編制等の教員確保が可能

となる、１学年３学級以上が望ましい。 

 

 

【適正配置の基準】 

 小学校の通学距離：概ね３キロメートル以内 

 中学校の通学距離：概ね５キロメートル以内 

 ただし、学校の統合等により基準とする通学距離を超える場合は、スクールバ 

ス等の通学手段を検討する。 

（※通学距離は自宅から学校までの片道の距離） 

また、統合後に想定される通学経路において、改善が困難と見込まれる著しい 

危険がある場合についても、通学手段を検討することができるものとする。 

 

【学校の統合等の検討】 

 学校の適正規模・適正配置の推進の方策として、学校の規模や配置の適正化に

伴う学校の統合や通学区域の見直しは、保護者、地域住民、学校関係者へその必

要性を十分に説明し、相互理解を図るとともに、より良い教育環境を整えるため

の共通の視点をもって検討を進めています。 

 ①通学区域の見直し 

 通学区域の見直しにあたっては、通学路の安全、通学距離及び隣接校の児童生 

徒数と地域とのこれまでの関係などに配慮しています。 

また、通学区域を見直す際には、保護者や地域住民に対し、その意義と内容を

説明し、相互理解を図っています。 

 ②学校の統合 

学校の統合を進めるにあたっては、対象校の保護者や地域住民に対し、統合の

趣旨、実施方法等について説明し、相互理解を図っています。 

なお、統合の手法における基本的な考え方は、次の２点を原則としており、保

護者や地域住民の意見を尊重しながら取り組んでいます。 
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（１）新たな学校としての設置 

「学校の統合」は、原則として対象となる学校の規模（学級数や児童生徒数

等）及び創立時からの経過年数に関わらず、対等な関係の統合とします。 

また、統合の組み合わせ、学校の位置、学校施設等の状況により、適正規模

の基準を維持している学校も統合の対象校とします。 

 

 （２）設置場所 

  新たな学校は、原則として既存の学校を使用することとします。その際は、

校地面積、建築年数、施設の状況や教室数、位置、周辺環境、児童生徒の通学

距離などを勘案し決定します。なお、児童生徒の通学距離に配慮し、統合の対

象とならない隣接校を含めた通学区域の見直しについても、地域住民との協

議のもとに検討します。 
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３．小・中一貫教育の取り組み 

 

本市では、義務教育の９年間を一体的に捉え、小・中学校９年間の学び（学習

面）と育ち（生活面）の連続性を重視した、小・中一貫教育を推進しており、各

中学校区単位で取り組んでいます。 

具体的には、教育課程を各中学校区内で共有し、小学生の一部教科において、

中学校教員による専門性を活かした指導を行い、情報交換や相互理解を深める

教科指導の充実を図っています。早い時期から担任以外の教員と関わることで、

児童生徒を多面的に捉えることができ、一人ひとりの持っている可能性や能力

を最大限に伸ばす教育に取り組んでいます。 

また、次代を担う児童生徒が社会で活躍していくためには、周囲の人々と望ま

しい人間関係を形成し、社会と関わる力の育成、すなわち社会性を育成すること

が重要です。しかし、家庭・地域における社会性育成機能が低下しているととも

に、多様な人間関係の中で、関わりを持つ機会が減り、社会性が生まれにくくな

っている現状があります。そのようなことから、小学生の中学校部活動体験や中

学生吹奏楽部による小学校を訪問する演奏の披露、サマースクールなど各中学

校区単位で小・中学生が一堂に会する学校行事に取り組んでいます。また、大規

模な災害を想定した小・中合同引き渡し訓練にも取り組んでいます。 

今後も引き続き、これまでの取り組みにおける成果等を生かしながら、小・中

一貫教育の更なる推進に向けて取り組んでいきます。 
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４．義務教育学校設置の意義 

 

（１）義務教育学校とは 

 学校教育制度の多様化及び弾力化を推進するため、現行の小学校、中学校に加

え、小学校から中学校までの義務教育を一貫して行うことを趣旨として、学校教

育法の改正により、平成２８年４月から設置できることになった新たな学校種

で、令和３年度までに、全国に１５１校設置されています。 

 義務教育学校では、現行の小学１年生から６年生を「前期課程」、中学１年生

から３年生までを「後期課程」として区切り、学年の呼称は全学年を通して、1

年生から９年生となります。また、学習等の指導面については、１年生から４年

生を「基礎・基本期」、５年生から７年生を「習熟・接続期」、８年生から９年生

を「充実・発展期」として、９年間を見通したカリキュラムを組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）義務教育学校に期待する効果 

 ○義務教育の９年間を見通した柔軟な教育課程を編成することができます。 

 ○中学校進学時の不登校、いじめ等の急増など、いわゆる「中一ギャップ」 

  の軽減を図ることができます。 

 ○小学校の高学年にあたる５年生から教科担任制の導入が容易になり、より 

きめ細かい専門性の高い授業が実現します。 

 ○１年生から９年生までの異学年交流が容易になり、より多様性のある学校 

集団を形成することができます。 

 ○すべての児童生徒が、いつでもどこでも誰とでも学べる学習体制の充実を 

  図ることができます。 

 ○９学年合同の学校行事や地域と学校の一体的な活動による豊かな人間性・ 

  共感力の育成を図ることができます。 

 ○９年間のつながりを生かし、ＩＣＴを活用した相談・支援体制の充実を図る

ことができます。 

 ○教科横断的な学びの充実とＩＣＴ教育の更なる推進、地域・企業等の連携 

  による他者と協働しながら新たな価値を創造する力が育成されます。 

 

 

１年 

小１  

３年 

小３  

２年 

小２  

４年 

小４  

６年 

小６  

５年 

小５  

７年 

中１  

９年 

中３  

８年 

中２  

後期課程 前期課程 

基礎・基本期 習熟・接続期 充実・発展期 
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５．鷲宮西中学校区に義務教育学校を設置する目的と経緯 

 

（１）義務教育学校を設置する目的 

  上内小学校の急激な児童数減少による学校の小規模化という課題への対応 

を機に、鷲宮西中学校区における小・中一貫教育の更なる推進、上内小学校、

鷲宮小学校、鷲宮西中学校の３校の距離が近く、統合した場合の通学上の課題

が生じにくいという適正配置の観点、統合による児童生徒数が約４５０人で

１学年２学級となり、一定の児童生徒数が確保できるという適正規模の観点

などを総合的に勘案し、これら課題の解消や教育環境の更なる充実を図るた

め、鷲宮西中学校区に義務教育学校を設置することといたしました。 

 

（２）義務教育学校の設置方針決定の経緯 

上内小学校の急激な児童数減少による学校の小規模化という課題を解消す

るため、平成２９年５月２４日付けで、久喜市立小・中学校学区等審議会に 

「久喜市立上内小学校の小規模化に伴う学校統廃合等の検討について」を諮問

するとともに、関係学校の保護者や地域の方々を対象に説明会等を行ってきま

した。 

 久喜市立小・中学校学区等審議会において、説明会等の報告内容や小・中一

貫教育の推進、学校の適正規模・適正配置、新たな学校種である義務教育学校

の趣旨等を勘案し、学校統廃合等の審議をしていただいたところ、令和４年３

月１１日付けで「久喜市立上内小学校は、久喜市立鷲宮小学校及び久喜市立鷲

宮西中学校と統合し、統合による新たな義務教育学校を現在の久喜市立鷲宮西

中学校の位置に開校することが望ましい」旨の答申がなされました。 

そして、本答申を受け、令和４年４月２１日に開催いたしました、久喜市教

育委員会令和４年４月定例会において、上内小学校、鷲宮小学校、鷲宮西中学

校の３校を統合し、現在の鷲宮西中学校の位置に新たに義務教育学校を設置す

る方針を決定いたしました。 
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６．鷲宮西中学校区におけるこれまでの検討の経緯 

 

 久喜市立上内小学校については、令和３年度から複式学級の編制が見込まれ

るなど、著しい小規模化による児童への影響が生じているほか、学校運営上の課

題が大きく、小規模校のメリットを生かすにも限度がある状況です。 

 このようなことから、教育委員会では、一定の児童数を確保するために、同校

に関して学校統廃合等の検討を進めてきました。その経緯は次のとおりです。 

 

年 月 日 内    容 

H29.5.24 

久喜市立小・中学校学区等審議会に対し、久喜市立上内小学校

を含む市内小・中学校４校について、学校統廃合等の検討をす

ることについて諮問する。 

H29.12.10 

保護者、地域住民を対象とした説明会を開始する。（※学校統

廃合等の検討について、令和４年８月３１日までに合計２６

回の説明会等を実施。） 

R2.12.9 
上内小学校ＰＴＡ会長及び保護者一同から、「上内小学校の統

廃合及び小規模化の問題に関する要望書」が提出される。 

R3.3.5 

令和２年度第３回久喜市立小・中学校学区等審議会において、

久喜市立上内小学校の休校措置等について諮問し、「久喜市立

上内小学校を令和４年４月から休校とし、上内小学校の児童

が鷲宮小学校に通学できるよう対応することが望ましい」と

の答申書が提出される。 

R3.4.22 

教育委員会令和３年４月定例会において、「令和４年４月から

上内小学校を休校とし、同校の児童は鷲宮小学校へ通学する」

方針を決定する。 

R3.10.30 

上内小学校及び鷲宮小学校の保護者等を対象に、「鷲宮西中学

校区における望ましい学校のあり方について」と題して、説明

会を実施する。 

R3.12.3 

鷲宮西中学校区における望ましい学校のあり方について、鷲 

宮西中学校区の小・中学校の児童生徒の保護者にアンケート 

を実施し、集計する。鷲宮西中学校保護者のうち回答者の 

80.0％、上内小学校保護者のうち回答者の100％、鷲宮小学 

校保護者のうち回答者の85.8%、全体では、回答者の85.8％ 

が「義務教育学校が望ましい。」または「どちらかといえば、 

義務教育学校が望ましい。」と回答される。 

R4.3.11 
令和３年度第４回久喜市立小・中学校学区等審議会において、

「久喜市立上内小学校は、久喜市立鷲宮小学校及び久喜市立
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鷲宮西中学校と統合し、令和７年（２０２５年）４月に、統合

による新たな義務教育学校を現在の久喜市立鷲宮西中学校の

位置に開校することが望ましい」との答申書が提出される。 

R4.4.21 

久喜市教育委員会令和４年４月定例会において、久喜市立上 

内小学校の小規模化に伴う統廃合等について、方針を決定す 

る。統合の時期は、令和７年（２０２５年）４月１日を目途 

とし、統合による新たな学校の位置は、現在の久喜市立鷲宮西 

中学校の位置とする。 

R4.6.28 

「鷲宮西中学校区における義務教育学校設立準備委員会（以 

下、「準備委員会」）という。」を設置する。 

準備委員会委員２０名に対して、委嘱書等の交付を行う。 

また、第１回会議を開催。以降、適宜会議を開催し、新校の基 

本的事項について検討を進める。 

R4.10.24 

久喜市教育委員会令和４年１０月定例会において、鷲宮西中

学校区における義務教育学校の施設整備方針（案）が可決され

る。 

あわせて、開校予定時期を令和８年４月１日に見直す方針が

可決される。 

R4.10.31 

市議会全員協議会において、義務教育学校の開校予定時期に

ついて、令和８年４月１日の開校を目途にすることを報告す

る。 

R4.11.18 

準備委員会第３回会議を開催。新校の名称案について、 

「久喜
く き

市立
し り つ

鷲
わしの

宮西
みやにし

小中学校
しょうちゅうがっこう

」に決定する。 

R5.２.２０ 
準備委員会第４回会議を開催。義務教育学校の教育理念及び

学校教育目標案を決定する。 

R5.８.１８ 
準備委員会で慎重に審議のうえ、第５回会議において、本計画 

（案）を承認する。 
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７．児童生徒数、学級数の推移 

 

（１）児童生徒数、学級数の推移 

 久喜市立上内小学校では、学校の小規模化が顕著となっており、令和３年度か

ら複式学級の編制が見込まれるなど、児童数の著しい減少が見られ、今後につい

ても、児童数や学級数の増加は見込まれない状況です。 

 一方、久喜市立鷲宮小学校及び久喜市立鷲宮西中学校については、児童生徒数

は概ね横ばいの傾向となっており、今後も１学年２学級の状況が継続するもの

と見込まれています。 

 

【久喜市立鷲宮小学校】 

年度 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 

学年 
児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

１年 46 2 49 2 50 2 43 2 47 2 

２年 53 2 46 2 49 2 50 2 43 2 

３年 50 2 53 2 46 2 49 2 50 2 

４年 44 2 47 2 53 2 46 2 49 2 

５年 60 2 45 2 47 2 53 2 46 2 

６年 61 2 60 2 45 2 47 2 53 2 

合計 314 12 300 12 290 12 288 12 288 12 

 

【久喜市立上内小学校】（令和４年４月から休校） 

年度 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 

学年 
児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童数 

（人） 

通 常 

学級数 

１年 

休校中 

２年 

３年 

４年 

５年 

６年 

合計 
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【久喜市立鷲宮西中学校】 

年度 Ｒ４ Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 

学年 
生徒数 

（人） 

通 常 

学級数 

生徒数 

（人） 

通 常 

学級数 

生徒数 

（人） 

通 常 

学級数 

生徒数 

（人） 

通 常 

学級数 

生徒数 

（人） 

通 常 

学級数 

１年 50 2 61 2 60 2 45 2 47 2 

２年 61 2 50 2 61 2 60 2 45 2 

３年 49 2 61 2 50 2 61 2 60 2 

合計 160 6 172 6 171 6 166 6 152 6 

 

【統合後の新校】鷲宮小と鷲宮西中における見込み児童生徒数を合計したもの 

年度 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 R11 

学年 

児童 

生徒数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童 

生徒数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童 

生徒数 

（人） 

通 常 

学級数 

児童 

生徒数 

（人） 

通 常 

学級数 

１年 47 2 34 1 28 1 42 2 

２年 43 2 47 2 34 1 28 1 

３年 50 2 43 2 47 2 34 1 

４年 49 2 50 2 43 2 47 2 

５年 46 2 49 2 50 2 43 2 

６年 53 2 46 2 49 2 50 2 

７年 47 2 53 2 46 2 49 2 

８年 45 2 47 2 53 2 46 2 

９年 60 2 45 2 47 2 53 2 

合計 440 18 414 17 397 16 392 16 

  

※令和４年５月１日の実績及び令和５年５月１日現在の在籍児童生徒数及び住民基本台帳を

参照とした見込み数。 

   学級数は、令和５年度までは通常学級の数。令和６年度以降は、全児童生徒が通常学級の

場合とし、１年生から６年生までの前期課程は１学級３５人編制、後期課程は７年生が１学

級３８人編制、８・９年生が１学級４０人編制。 

 

 久喜市立上内小学校、久喜市立鷲宮小学校及び久喜市立鷲宮西中学校を統合

することによって、学校全体の学級数は２２学級（※通常学級１８学級、特別支

援学級４学級の合計）となり、一定の児童生徒数を確保できる学校となります。 
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８．小・中学校の統合に関する基本的な考え方 

 

（１）統合の方針について 

 久喜市立上内小学校では、小規模化により子どもたちの教育活動における課

題が生じることが懸念されていることから、子どもたちの教育環境の充実を図

るため、次のとおり学校統廃合を実施します。 

 

【統合等の方策】 

 久喜市立上内小学校、久喜市立鷲宮小学校及び久喜市立鷲宮西中学校を統合

し、統合による新たな義務教育学校を設置する。 

 

【統合の時期】 

 令和８年（２０２６年）４月の開校を目標に義務教育学校を新設する。 

 

【統合による新たな学校の位置等】 

 現在の久喜市立鷲宮西中学校の位置（久喜市上内１７９７番地）とし、同校の

施設を活用する。 

（※令和４年４月２１日 久喜市教育委員会において方針決定） 

 

（２）小・中学校の統合に向けた考え方について 

 久喜市立上内小学校、久喜市立鷲宮小学校及び久喜市立鷲宮西中学校の統合

にあたって、教育委員会では、久喜市立小・中学校学区等審議会からの答申も踏

まえ、次の考え方に基づいて対応してまいります。 

 

 ●児童生徒の将来を見据えたときに、より多くの児童生徒と触れ合うことを 

通して、多様な人間関係を築き、切磋琢磨しながら成長できる、望ましい 

教育環境を整えます。 

 ●多様な教育活動の実践や学校施設等の整備により、児童生徒の教育環境の 

充実を図ります。 

 ●児童生徒の通学については、通学路の安全対策を実施するなど、通学時の 

安全性を確保できるようにします。 

 ●久喜市立上内小学校及び久喜市立鷲宮小学校を廃止した後の施設や跡地に 

ついては、地域の実情を考慮しつつ、速やかに具体的な検討を進めます。 
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（３）新校の基本的な事項について 

 ①新校の名称について 

  準備委員会で慎重に審議した結果、名称は次のとおりとする考えです。 

『（仮称）久喜市立 鷲
わしの

宮西
みやにし

小 中 学 校
しょうちゅうがっこう

』 

  これは、３校の沿革や地域性、児童生徒や保護者の意見を踏まえたものです。 

 

 ②通学区域について 

  新校の通学区域については、統合に関わる現在の久喜市立上内小学校、久喜

市立鷲宮小学校及び久喜市立鷲宮西中学校の通学区域とすることについて、

久喜市立小・中学校学区等審議会に諮問します。 

 

③通学方法について 

  児童生徒、保護者及び地域住民など関係者の意見を伺いながら、準備委員会

で協議のうえ決定します。 

 

 ④新校の校章について 

  児童生徒、保護者及び地域住民など関係者の意見を伺いながら、準備委員会

で協議のうえ決定します。 

 

 ⑤新校の校歌について 

  児童生徒、保護者及び地域住民など関係者の意見を伺いながら、準備委員会

で協議のうえ決定します。 

 

 ⑥新校の制服等について 

  児童生徒や保護者など関係者の意見を伺いながら、準備委員会で協議のう

え決定します。 

なお、基本的な考え方として、次の３点に基づき検討を進めます。 

  ■制服については、開校時の７年生から多様性に配慮した新しいデザイン

の制服とする。 

  ■ジャージ・体操着については、前期課程、後期課程で統一し、開校時の  

１年生から新しいジャージ・体操着に改める。 

  ■シューズ（上履き、体育館履き）については、前期課程、後期課程共に現

在のシューズを引き続き使用する。 

 

 ⑦新校の施設について 

  前述の方針のとおり、現在の久喜市立鷲宮西中学校の施設を活用します。 

教育委員会では、統合に向けて、現在の同校の施設を十分に精査したうえで、



p. 14 

 

「鷲宮西中学校区における義務教育学校の施設整備方針」に沿って、計画的に

整備を実施してまいります。 

 

（４）統合による新校のすがた【学校教育目標の方向性など】 

 統合による新校では、本市の教育行政を推進するうえでの基本理念である、

「だれもが夢と志をもち みんなで豊かな人生を切り拓く 久喜の教育- no 

one left behind（誰一人取り残さない）-」の実現を図るとともに、３校の学校

教育目標等を踏まえながら、３校のこれまでの伝統や理念を受け継いで、次のよ

うな目標を掲げてまいります。 

 

○新校の「教育理念・学校教育目標」について 

 ・教育理念：「郷土である鷲宮を愛し 志を高くもち 自他を尊重する心を大

切にしながら 新しい価値観を創造できる児童生徒を育てます」 

 ・学校教育目標：何事にも主体的に取り組む児童生徒 

         幸福感をもち健康的な生活をする児童生徒 

         仲間と協力して未来を築く児童生徒 

 

この「教育理念・学校教育目標」に基づき、学校経営方針の素案、教育計画等

を具体的に検討してまいります。 

 

（５）統合にあたって配慮すること 

 ①統合前における児童生徒の交流について 

  統合により、対象校の児童生徒が戸惑うことのないよう、統合までの間に 

次のような取り組みを通して、出来る限り多くの交流機会を設けます。 

 ・学校行事の合同実施及び交流活動 

  大規模な災害を想定した小中合同引き渡し訓練や小・中学生の交流活動等

を行います。 

 ・ＩＣＴを活用する環境整備 

  ＩＣＴを活用する環境を整え、「久喜市版未来の教室」を実施し、紙と黒板  

中心の学びから、タブレットＰＣ端末などを文房具として活用し、多様な学

びが展開されていく教育環境を整えます。 

 

 ②統合による環境変化への配慮 

  統合前後の学校生活の環境変化に対して児童生徒が不安を感じることの 

ないよう、教育委員会では、次のような対応によって、出来る限り配慮 

してまいります。 

・相談員、スクールカウンセラーによる相談体制の充実 

  児童生徒が新たな環境に慣れるまでの間、相談員やスクールカウンセラー 
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による相談対応を重点的に行います。 

 ・いじめ等への対応 

  新たな環境における児童生徒の人間関係等のトラブルに対しては、学校、 

教育委員会、関係機関などが一体となって、速やかな対応に努めます。 

 

 ③関係学校の保護者等の交流について 

  統合にあたって、ＰＴＡの運営や、保護者や地域住民同士の交流が円滑と 

なるよう、統合までの間に次のような取り組みを行います。 

 ・オープン参観の実施 

  両校における今後のオープン参観には、両校の保護者等が相互に参観でき

るようにします。 

 ・ＰＴＡ等を通じた保護者の交流 

  関係学校のＰＴＡが主体となって、統合に向けてＰＴＡ活動の内容や規約 

のすり合わせを図るほか、保護者同士の交流機会を適宜設けます。 

 ・地域行事を通じた交流 

  鷲宮地区「人権のつどい」など様々な地域行事のなかで、両校の生徒や地域 

住民等の交流をこれまで以上に図っていきます。 

 

（６）統合に向けたスケジュール（案） 

時 期 概 要 

令和４年 

６月２８日 

準備委員会の第１回会議を開催 

委員長・副委員長を選出したほか、専門部会を設置する。 

令和４年 

 １０月２４日 

久喜市教育委員会定例会において、「鷲宮西中学校区にお

ける義務教育学校の施設整備方針」が可決される。 

令和４年 

 １０月３１日 

市議会全員協議会において、義務教育学校の開校予定時

期について、令和８年４月１日の開校を目途にすること

を報告する。 

令和４年 

１１月１８日 

準備委員会の第３回会議を開催し、新校の名称案を決定

する。 

令和５年 

  ９月２５日 

久喜市教育委員会定例会において次の議案を審議する。 

・新校基本計画 

令和７年 

２月 

市議会に対し、新校の名称、位置に関して、久喜市立学

校設置条例の一部改正に関する条例案を上程する。 

令和７年 

３月 

久喜市立学校設置条例の一部改正に関する条例が議決さ

れる。 

（※市議会の賛成多数で議決された場合） 

統合時期、新校の名称及び位置について正式に決定され
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る。 

令和８年 

１月～３月 

閉校記念事業及び閉校式を実施する。 

教育課程や行事計画等を決定し、備品や図書等を移動す

る。 

令和８年 ４月 新校開校（１日）／ 開校式（10日前後） 
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９．本計画の実施体制について 

 

 本計画は、次の組織や関係機関が一丸となって連携し、児童生徒にとって 

より良い教育環境を整えるため、個々の事項について十分に協議・検討を進める

ほか、各種施策を実施し、実現を図っていきます。 

 

【教育委員会事務局】 

 久喜市教育委員会教育部学務課 小・中学校再編係 

 

【市関係課】 

 総合政策部アセットマネジメント推進課、市民部市民生活課、同交通企画課 

健康スポーツ部スポーツ振興課、子ども未来部保育課、 

環境経済部環境課、同資源循環推進課、上下水道部下水道施設課、鷲宮総合支

所総務管理課、建設部建設管理課、同道路建設課、同道路河川課、同都市計画

課、同建築審査課、農業委員会事務局、 

教育委員会教育部教育総務課、同指導課、同学校給食課、同生涯学習課 

 

【鷲宮西中学校区における義務教育学校設立準備委員会】 

 ○委員数 ２０人 

 ○任 期 令和４年６月２８日～令和７年３月３１日 

 ○委員の構成 

  ・関係学校の保護者 ８人 

   《鷲宮西中学校４人、鷲宮小学校４人》 

  ・関係学校区の地域住民 ４人 

  ・関係学校の教職員 ４人 

   《鷲宮西中学校長、教頭並びに鷲宮小学校長、教頭》 

  ・関係学校の学校運営協議会委員 ２人 

   《鷲宮西中学校１人、鷲宮小学校１人》 

  ・その他教育委員会が必要と認める者（学識経験者） ２人 

 ○委員長及び副委員長 

  委 員 長：相澤勝寿氏 

  副委員長：増田晴一氏 

 ○専門部会 

  総 務 部 会《６人、部会長：増田晴一委員》 

  学 校 運 営 部 会《７人、部会長：門井五雄委員》 

  通学・ＰＴＡ部会《７人、部会長：柴木健之委員》 

 ○これまでの会議 

  令和４年 ６月２８日 第１回会議 
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  令和４年 ８月２４日 第２回会議 

  令和４年１１月１８日 第３回会議 

  令和５年 ２月２０日 第４回会議 

令和５年 ８月１８日 第５回会議 

その他、令和４年７月から令和５年１月にかけて、各専門部会を３回 

ないし４回開催。 

○協議事項 

 ①新校の名称、校歌及び校章に関すること 

 ②新校の設置にかかる基本的な計画及びスケジュールに関すること 

 ③通学方法、通学路その他の生徒の通学に関すること 

 ④教育計画、学校経営方針、行事計画その他の学校運営に関すること 

 ⑤防災及び警備計画並びにその組織に関すること 

 ⑥学校の設備及び備品の整備等に関すること 

 ⑦ＰＴＡ、学校運営協議会その他の学校関係組織に関すること 

 ⑧学校の閉校及び新校の開校に伴う記念事業に関すること 

 ⑨その他学校統廃合及び新校の開校に関して必要な事項に関すること 

○その他 

・準備委員会の会議（専門部会を含む）は、原則公開としています。 

・準備委員会の協議経過や決定事項は「鷲宮西中学校区義務教育学校統合 

だより（久喜市教育委員会発行）」により、関係学校の保護者や地域住民 

に周知を図っているほか、市ホームページに関連記事を掲載しています。 

・準備委員会の設置根拠 

  「久喜市立小・中学校の統廃合に伴う新校設立準備委員会設置要綱」 

  （平成３１年久喜市教育委員会告示第１４号、同年３月１９日公布） 

 

【その他の関係機関等】 

○統合対象校 

（久喜市立上内小学校、久喜市立鷲宮小学校、久喜市立鷲宮西中学校） 

○ＰＴＡ（鷲宮小学校、鷲宮西中学校） 

○学校運営協議会（鷲宮小学校、鷲宮西中学校） 

○埼玉県杉戸県土整備事務所（県道の安全対策等） 

○埼玉県警察久喜警察署（交通規制・安全対策） 
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１０．学校施設の跡地利用の方向性 

 

 久喜市立上内小学校及び久喜市立鷲宮小学校並びに久喜市立鷲宮西中学校に

ついては、統合に伴い、令和８年３月３１日をもって、廃止となる予定です。 

 その後の施設や跡地の利用については、「久喜市アセットマネジメント推進本

部」（担当課：総合政策部アセットマネジメント推進課）を設置しており、全庁

的な体制で検討を進めます。 
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１１．その他 

 

【久喜市立小・中学校の統廃合に伴う新校設立準備委員会設置要綱】 

 

久喜市立小・中学校の統廃合に伴う新校設立準備委員会設置要綱 

平成３１年久喜市教育委員会告示第１４号 

（設置） 

第１条 久喜市立小・中学校の適正規模・適正配置を推進し、もって学校教育の充実

を図ることを目的として行う学校統廃合に伴って新たに設置する学校（以下「新

校」という。）に関する基本的な事項について検討するとともに、新校の開校準備を

円滑に行うため、新校設立準備委員会（以下「準備委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 準備委員会は、新校について次に掲げる事項を協議及び検討し、その結果を

久喜市教育委員会（以下「教育委員会」という。）に報告するものとする。 

（１） 名称、校歌及び校章に関すること。 

（２） 新校の設置にかかる基本的な計画及びスケジュールに関すること。 

（３） 通学方法、通学路、通学班その他の児童生徒の通学に関すること。 

（４） 教育計画、学校経営方針、行事計画その他の学校運営に関すること。 

（５） 防災及び警備計画並びにその組織に関すること。 

（６） 学校の設備及び備品の整備等に関すること。 

（７） ＰＴＡ、学校運営協議会その他の学校関係組織に関すること。 

（８） 学校の閉校及び新校の開校に伴う記念事業に関すること。 

（９） その他学校統廃合及び新校の開校に関して必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 準備委員会は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者から教育委員会が委嘱又は任命する。 

（１） 学校統廃合の対象となる学校（以下「関係学校」という。）に通学する児童

生徒の保護者 

（２） 関係学校の通学区域内に居住する者 

（３） 関係学校の長及び教職員 

（４） 関係学校の学校運営協議会の委員 

（５） その他教育委員会が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から新校を開校する日の前日までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 準備委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選によりこれを定め

る。 

２ 委員長は、準備委員会を代表し、会務を総括する。 
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３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたとき

はその職務を代理する。 

（準備委員会の会議） 

第６条 準備委員会の会議（以下この条及び次条において単に「会議」という。）は、

委員長が招集し、その議長となる。ただし、最初の会議は教育長が招集する。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明又

は意見を求めることができる。 

５ 会議は、公開とする。ただし、委員長が必要と認める場合は、会議に諮った上で

公開しないことができる。 

（会議の傍聴） 

第７条 会議の傍聴については、久喜市教育委員会傍聴人規則（平成２２年久喜市教

育委員会規則第３号、以下「傍聴人規則」という。）の規定の例による。この場合に

おいて、同規則の規定中「教育長」とあるのは「委員長」と読み替えるものとす

る。 

（専門部会） 

第８条 準備委員会は、第２条各号に掲げる事項の調査検討を行うため、専門部会を

置くことができる。 

２ 専門部会は、委員長が指名する者をもって組織する。 

３ 専門部会の委員（以下「専門部会員」という。）の任期は、委員長の指名のあった

日から新校を開校する日の前日までとする。 

４ 専門部会に部会長及び副部会長１人を置き、委員長が準備委員会に諮った上で指

名する者を充てるものとする。 

５ 部会長は、専門部会を代表し、会務を総括する。 

６ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき、又は部会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

７ 専門部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。 

８ 専門部会の会議は、専門部会員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

９ 議事は、出席専門部会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

１０ 部会長は、必要があると認めるときは、専門部会員以外の者を専門部会の会議

に出席させ、説明又は意見を求めることができる。 

１１ 専門部会の会議は、公開とする。ただし、専門部会長が必要と認める場合は、

専門部会の会議に諮った上で公開しないことができる。 

１２ 部会長は、当該専門部会での調査検討の結果を準備委員会へ報告するものとす

る。 
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１３ 専門部会の会議の傍聴については、傍聴人規則の規定の例による。この場合に

おいて、同規則の規定中「教育長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとす

る。 

（庶務） 

第９条 準備委員会の庶務は、教育部学務課において処理する。 

（その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、準備委員会の運営に関し必要な事項は、委

員長が準備委員会に諮って定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 ※平成３１年３月１９日公布 
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【鷲宮西中学校区における義務教育学校設立準備委員会 委員名簿】 

 

※任期：令和４年６月２８日～令和７年３月３１日 

委員氏名 選任区分 専門部会 備 考 

柴木 健之 児童生徒保護者 通学・ＰＴＡ部会長 鷲宮西中ＰＴＡ 

小島 由美 児童生徒保護者 学校運営部会 鷲宮西中ＰＴＡ 

浅沼 亜希 

※～R5.6.30 
児童生徒保護者 総務部会 鷲宮西中ＰＴＡ 

小幡 梓 

※R5.8.22～ 
児童生徒保護者 総務部会 鷲宮西中ＰＴＡ 

矢野 学 児童生徒保護者 学校運営部会 鷲宮西中ＰＴＡ 

奥貫 久美子 児童生徒保護者 通学・ＰＴＡ部会 鷲宮小ＰＴＡ 

髙松 まりえ 児童生徒保護者 通学・ＰＴＡ部会 鷲宮小ＰＴＡ 

戸張 まゆみ 児童生徒保護者 学校運営部会 鷲宮小ＰＴＡ 

細井 司 児童生徒保護者 総務部会 鷲宮小ＰＴＡ 

髙橋 和雄 学校区住民 学校運営部会 鷲宮第２区区長 

小熊 秀之 学校区住民 通学・ＰＴＡ部会 鷲宮第15区区長 

足立 節子 学校区住民 通学・ＰＴＡ部会 鷲宮第31区区長 

加茂谷 博子 学校区住民 総務部会 鷲宮第36区区長 

門井 五雄 学校教職員 学校運営部会長 鷲宮西中校長 

矢島 俊 学校教職員 通学・ＰＴＡ副部会長 鷲宮西中教頭 

白石 二三恵 学校教職員 総務副部会長 鷲宮小校長 

渡辺 健司 学校教職員 学校運営副部会長 鷲宮小教頭 

才木 良治 学校運営協議会委員 通学・ＰＴＡ部会 鷲宮西中 

佐伯 慶子 学校運営協議会委員 総務部会 鷲宮小 

増田 晴一 学識経験者 総務部会長 副委員長 

相澤 勝寿 学識経験者 学校運営部会 委員長 

（敬称略／選任区分順／同一区分内は選出母体からの推薦順） 
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【久喜市立小・中学校学区等審議会 答申書（写）】 

 

久 学 審 第 ９ 号  

令和４年３月１１日  

 

久喜市教育委員会 

教育長 柿沼 光夫 様 

久喜市立小・中学校学区等審議会 

会長 山本 千恵子 

 

久喜市立小・中学校の統廃合等の検討について（答申） 

 

 平成２９年５月２４日付け久教学第２９３号において諮問のあった標記の件

について慎重に審議を行った結果、（３）久喜市立上内小学校の小規模化に伴う

学校統廃合等の検討について、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

久喜市立上内小学校では、小規模校の特性を生かした教育活動を実践してい

ますが、児童数の減少に伴って、令和４年４月から同校を休校とし、同校の児童

は久喜市立鷲宮小学校へ通学する方針が、久喜市教育委員会令和３年４月定例

会において可決されております。 

こうした中、子どもたちの将来を見据えますと、より多くの子どもたちと触れ

合うことを通して、多様な人間関係を築き、切磋琢磨しながら成長できる教育環

境が望ましく、教職員の配置という観点からも、多くの教員から指導を受ける機

会が確保できるよう、学校統廃合を実施することが適当であると考えます。 

また、統廃合にあたっては、関係する学校区が小中一貫教育を推進するための

恵まれた環境にあることを鑑みて、義務教育学校を新設することが適当である

と考えます。 

つきましては、久喜市立上内小学校は、久喜市立鷲宮小学校及び久喜市立鷲宮

西中学校と統合し、令和７年（２０２５年）４月に、統合による新たな義務教育

学校を現在の久喜市立鷲宮西中学校の位置に開校することが望ましいと考えま

す。 

 

附帯意見 

学校統廃合の実施にあたっては、関係学校の保護者や地域住民の意見に十分

配慮しながら、多様な教育活動の実践や学校施設の整備等により、子どもたちの

教育環境の充実を図るとともに、通学時の安全性を確保するよう要望します。 
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 また、廃止後の学校施設及び跡地の活用については、地域の実情を考慮しつつ、

久喜市として全庁的に連携を図りながら、速やかに具体的な検討を進めるよう

要望します。 
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鷲宮西中学校区における 

義務教育学校設立に係る新校基本計画 
 

令和４年  月  日 

久喜市教育委員会 

鷲宮西中学校区における 

義務教育学校設立に係る新校基本計画 
 

令和５年９月２５日 

久喜市教育委員会 


